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*印 ：省エネルギーセンターの省エネルギー対策導入促進事業に対する物流事業者等からの応募見込み額
**印：経済産業省予算
***印：新エネルギー・産業技術総合開発機構(NEDO)予算。NEDOのエネルギー使用合理化事業者支援事業に対する物流事業者等からの応募見込み額

**5.5億円

• 荷主と物流事業者が連携してＣＯ２削減に取り組む先進的な取組に対し「モデル事業補助金」「モデル事業補助金」（平成１７年度～）、
モデル事業等の先例をもとにＣＯ２削減の取組を普及・拡大させる取組に対し「普及事業補助金」「普及事業補助金」（平成１８年度
～）による支援を継続してゆく方針。

• さらに平成１９年度からは、パートナーシップ構築のための問題点・対応策を事前に調査（Ｆ／Ｓ：フィージビリ
ティスタディ）することでグリーン物流プロジェクトの創成を支援する「ソフト支援事業」「ソフト支援事業」を展開。

グリーン物流に関する支援メニューグリーン物流に関する支援メニュー（補助金等）（補助金等）

*0.5億円

***30億円程度

平成19年度

モデル事業モデル事業（補助金・補助率１／２）
荷主と物流事業者が連携した新規性のある取組を支援

H19完

普及事業普及事業（補助金・補助率１／３）

モデル事業等の先例をもとに実施される取組の裾野拡大

継続
(H18～)

ソフト支援事業ソフト支援事業（委託事業）

Ｆ／Ｓを踏まえたグリーン物流プロジェクトの創成

継続
(H19～)

事業化

事業化

普及･拡大
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普及事業への提案

審査審査（事業計画の内容）（事業計画の内容）

グリーン物流パートナーシップ会議

NEDO

普及事業：交付申請

審査審査
（補助対象の可否等）（補助対象の可否等）

公 募公公 募募 推進決定推進決定推進決定

補助金交付申請 等補助金交付申請補助金交付申請 等等 交付決定・委託契約交付決定交付決定・委託契約・委託契約

提案者提案者

ソフト支援事業への提案

省エネセンター

ソフト支援事業：見積書等の提出 委託契約
調査機関(シンクタンク等)

と随意契約

委託契約委託契約
調査機関(シンクタンク等)

と随意契約 事
業
着
手

事事
業業
着着
手手

事業の掘り起こし

★「普及事業」は地方版グリーン物流パー
トナーシップ会議を経由

「グリーン物流パートナーシップ推進事業」として認定書等を発行「グリーン物流パートナーシップ推進事業」として認定書等を発行

推進決定推進決定推進決定

公募から事業着手までのスキーム公募から事業着手までのスキーム

認定書等を添付認定書等を添付

ソフト支援事業

普及事業

調査機関
（シンクタンク等）

荷主企業もしくは物流事業者
（どちらか一方でも可）

荷主企業 物流事業者

グリーン物流パートナーシップ
会議の会員登録をしている者

共同申請

共同申請
（パートナーシップ）

※必須

※「モデル事業」は平成19年度まで

交付決定
荷主企業・物流事業者

に補助金交付

交付決定交付決定
荷主企業・物流事業者

に補助金交付
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改正省エネ法（輸送にかかる措置）による
エネルギー使用効率の改善

特定貨物輸送事業者特定旅客輸送事業者
特定荷主
（８０４社）

特定荷主
（８０４社）

＜省エネ目標＞中長期的にエネルギー消費原単位を年平均１％以上向上

・鉄道 :車両数３００両以上 （２６社）
・バス :台数２００台以上 （９７社）
・タクシー :台数３５０台以上 （４６社）
・船舶 ：総船腹量２万総ﾄﾝ以上 （１６社） 貨物輸送量：３，０００万トンキロ以上

平成１９年４月施行

＜経済産業大臣等へ提出＞
○ 省エネ計画の作成・提出
モーダルシフト、自営転換、共同発注等への取組 等

○ エネルギー使用量等の毎年の報告

・鉄道：車両数３００両以上 （１社）
・ﾄﾗｯｸ（営業用、自家用）

：台数２００台以上 （４３０社）
・船舶：総船腹量２万総ﾄﾝ以上 （３３社）

平成１８年４月施行

＜国土交通大臣へ提出＞
○ 省エネ計画の作成・提出
低燃費車等の導入、エコドライブの推進、貨物積載効率の向上、空輸送の縮減 等

○ エネルギー使用量等の毎年の報告

・航空機：最大離陸重量９千ﾄﾝ以上 （ ２社）

現在集計中
（Ｈ２０／３月末頃終了見込）

（平成１９年６月末時点）

（平成１９年９月末時点）
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今後のグリーン物流の展開方針

その他(中小企業)大手荷主・輸送事業者

メーカー

卸売

小売

消費者

リバースロジスティクス

国際国内

その他(中小企業)大手荷主・輸送事業者

メーカー

卸売

小売

消費者

リバースロジスティクス

国際国内

これまでの取組
中小企業への展開

取引条件の改善

消費者への展開

国際物流への展開

点と線から面的取組へ
（円滑な都市内物流）

静脈物流への展開
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